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付録１ 琉球政府 長期経済開発計画 「本県の特性」 




























































































付録２ 新全国総合開発計画 第四部 沖縄開発の基本構想  
（1972 年 10 月 31 日閣議決定） 
 










































































































































（1972 年 12 月 沖縄開発庁） 
 
第 1 基本方針 
1 計画作成の意義 




































































































第 9 余暇生活の充実と観光の開発 
今後、所得水準の向上、余暇時間の増大にともなってスポーツ、レクリェーション、観
光に対する需要は急増するものと考えられるので、これに対応して目常生活圏等生活圏域
の広がりに応じて、社会体育施設、各種都市公園などのレクリェーション施設の自然的条
件を考慮しつつ、選択的に配置する。 
また、沖縄県は、40 万平方キロメートルの広大な海域に散在する多数の島しょからなっ
ているわが国唯一の亜熱帯海洋地域であることから、その地理的・自然的条件を生かし、
国民的な保健休養および観光レクリェーション地域として開発整備をすすめる。その際、
中南部圏においては、快適で機能的な都市環境の創出を前提として都市的、文化的観光レ
クリェーションを主体とする。また、北部圏においては、沖縄国際海洋博覧会の開催を契
機として、本部半島一帯を海洋性リゾート地域として建設整備する。さらに、多数の離島
からなる宮古圏、八重山圏においては、自然中心型のレクリェーション地域として広域的
な計画に基づき合理的な施設配置を行なうなど、地域の特性を十分に生かすようにつとめ
る。これら各地域間を有機的に結ぶ広域観光ルートの形成をはかる。 
なお、沖縄を環太平洋観光ルートの一環として位置づけ、国際的な観光レクリェーショ
ンの場とする。 
1 自然環境および伝統文化の保全と利用 
自然環境については、保護すべき地区、施設整備を行なうべき地区等に区分して、地域
の特性に即応した保護と利用の促進をはかる。とくに、景勝地については、自然公園の管
理体制を強化して、自然資源の保護につとめながら、沖縄県の恵まれた海洋を中心とする
自然景観を生かして、海洋性レクリェーション基地、亜熱帯植物園等を建設する。 
さらに、西表国立公園の自然環境の保全をはかって、観光資源として利用するほか、学
術的利用の場として活用するとともに、公共的基盤を整備して、その利用度を高める。な
お、国立公園に準ずるすぐれた景勝地を県立自然公園に指定して、自然の保護と利用をは
かるとともに、緑の少ない県土の美化をはかるため全県緑化を積極的に推進する。 
また、固有のすぐれた伝統民俗芸能、民芸品等を保護育成し、博物館、郷土館、物産館
等の整備拡充をはじめ、伝統文化村の建設および伝統的建築様式の持つ造形美の保存活用
をはかる。 
2 沖縄国際海洋博覧会の開催と海洋開発 
昭和 50 年に本部半島で開催される海をテ一マとした国際海洋博覧会は、沖縄開発に一
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つの契機を与えるものである。すなわち、この国際海洋博覧会は、国際交流の場の形成、
観光の振興および海洋開発等を推進するうえで、大きな力となるばかりでなく、北部広域
生活圏における社会開発基盤整備および産業基盤整備の起動力となるものである。 
したがって、交通通信体系の整備をはじめ、公園、上下水道等の生活環境施設、医療、
衛生施設等関連の公共事業を早急かつ総合的に実施する必要がある。 
また、沖縄国際海洋博覧会を契機に会場施設を一つの中核として本部半島に国際的なリ
ゾート・ゾーンを形成し、沖縄の観光開発の拠点とするとともに、海洋開発研究など各種
の研究教育の場として活用をはかる。 
3 都市的、文化的施設の整備 
沖縄県における観光ルートの拠点となる都市的文化的施設の備わった個性豊かな都市
の形成を各地域の特性に応じて推進する。このため、都市圏においては、周辺離島を含め
県内外を連絡する航空、海運等の交通ネットワークの整備をはかるほか、亜熱帯性豊かな
都市公園の造成と大規模スポーツセンター等の建設、遺跡の修復を促進する。 
4 受け入れ体制の整備 
広域観光ルートの形成をはかるため、広大な海域に点在する観光地域を連結する必要が
ある。そのため、航空機、高速艇、フェリーボート、電話等の交通通信体系を積極的に整
備するとともに、地域社会における生活環境の整備をはかる。また、宿泊施設としては、
ホテル、旅館、国民宿舎等の整備をはかり、健康的な国民休養地、国民休暇村を建設する。  
さらに、観光関連企業の体質改善や関連従業員の養成機関の整備をはかる。 
 
 
